
SSしごと場大好き

　        事業（施設）種別　　＊1

施設（事業所）名

郵便番号 182-0024

所在地

電話番号 メールアドレス

名称 名称

所在地 所在地

名称 名称

所在地 所在地

設置主体 経営主体

代表者名 代表者名

施設長（管理者）名 開設年月日 平成20年4月1日 指定年月日 平成20年4月1日

契約者数　　＊3

利用者数　　＊3

○調査書は、施設（事業）種別ごとに作成してください。　 ただし、①多機能事業所はひとつの調査書に記入してください。　

　　　　　②短期入所事業（併設型・空床型）は本体の施設等に含めて記入してください。

留意事項

　　　　　例１：施設入所支援／生活介護（知的障害者入所更生施設）、例２：就労継続支援B型（身体障害者通所授産施設）　　

　　　また、多機能型については、障害福祉サービスの種類を全て記入してください。　例：「生活介護／就労継続支援Ｂ型」　　

＊２　その他出張所は、全て記入してください。　例：○○ショップ（パン、クッキーの販売）　　

＊３　利用者定員、契約者数及び利用者数については、障害福祉サービスの種類の全てを記入してください。
　　　　　例１：利用者定員　「生活介護２０／就労継続支援Ｂ型１０」、例２：　「施設入所支援５０／生活介護４０／短期入所５」
　　　　　　　　 契約者数及び利用者数も同様に記入してください。　　

　　　　　　　　　　　令和３年度指定障害者支援施設等調査書

多機能型（生活介護/就労継続支援B型）

主たる事業所

しごと場大好き

東京都調布市布田３－２０－１

042-486-1022 tagayasukaijp@yahoo.co.jp

東京都調布市国領7-17-26

その他出張所等　　*2
カフェ大好き グループホームDAISUKI

東京都調布市多摩川5-7-4 東京都調布市布田１－１４－２

亀田　良一郎

利用者定員　＊3 多機能型（生活介護17/就労継続支援B型20） 本年４月１日現在

従たる事業所
しごと場大好き　国領

生活介護18/就労継続支援B型25

生活介護18/就労継続支援B型25

○該当する全ての項目について記載してください。

＊1　事業（施設）種別は、旧体系から新体系に移行した施設については、カッコ書きで旧施設種別を記入してください。

設置

社会福祉法人調布を耕す会
経営

社会福祉法人調布を耕す会

理事長　原　良男 理事長　原　良男
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Ⅰ備付帳簿等
備付帳簿等の状況について、「ある、ない、非該当」を記入してください。

区分 番号 帳簿名等 記入欄 番号 帳簿名等 記入欄 区分 番号 帳簿名等 記入欄 番号 帳簿名等 記入欄

1 事業計画書 ある 19 従業者健康診断記録 ある 1 利用契約書 ある 21 調理従事者の細菌検査の記録 ある

2 事業報告書 ある 20 研修関係書類 ある 2 重要事項説明書 ある 22 嘱託医による診療の記録 ある

3 運営規程 ある 21 業務日誌 ある 3 利用者名簿（一覧） ある 23 看護記録(個人別) ある

4 業務分担表 ある 22 施設□認可・□届出書（内容変更含む。） ある 4 利用者台帳（個人別） ある 24 看護日誌 ある

5 従業者会議録 ある 23 非常災害対策計画 ある 5 ケース記録（個人別） ある 25 入所者健康診断記録 ある

運 6 就業規則 ある 24 避難訓練記録 ある 6 個別支援計画 ある 26 入退院記録簿 非該当

営 7 従業者履歴書 ある 25 消防署への届出関係書類（消防計画等） ある 7 モニタリング記録 ある 27 協力医療機関との協定書（契約書） ある

管 8 資格証明書 ある 26 避難者名簿 ある 8 支援日誌 ある 28 感染対策マニュアル ある

理 9 労働者名簿 ある 27 労基署への届出関係書類 ある 9 クラブ活動・行事等記録 ある 29 利用者預り金管理規程 ない

10 勤務割表 ある 28 診療所許可・届出関係書類 ない 10 外出外泊簿 非該当 30 利用者預り金保管依頼書（契約書） ない

11 □出勤簿・□タイムカード ある 29 水質検査等環境衛生関係書類 ある 11 身体的拘束等の記録、承諾書 非該当 31 利用者預り金個人別出納台帳 ない

12 超過勤務命令簿 ある 30 ねずみ・害虫調査（駆除）の記録 非該当 12 食事せん 非該当 32 事故報告書 ある

13 年次有給休暇簿 ある 31 宿日直日誌 非該当 13 嗜好調査結果記録 非該当 33 ヒヤリ・ハット（インシデント）報告書 ある

14 出張命令簿 ある 32 秘密保持に関する従業者の誓約書等 ない 14 残さい調査結果記録 非該当 34 事故対応マニュアル ある

15 給与（賃金）台帳 ある 33 エレベーターの点検記録 ある 15 献立表 非該当 35 苦情解決措置に関する規程 ある

16 社会保険・雇用保険関係書類 ある 34 電気設備の点検記録 ある 16 検食簿 非該当 36 苦情申立・処理の記録 非該当

17 源泉徴収税関係書類 ある 17 食料品消費日計 非該当 37 個人情報提供同意書 ある

18 非常勤従業者雇入通知書 ある 18 利用者年齢構成表 ある 38 工賃配分基準（規程等） ある

1 経理規程 ある 19 月次報告書 ある 19 給与栄養目標量に関する帳票 非該当 39 工賃支給台帳 ある

2 財産目録 ある 20 予算対比書 ある 20 給食日誌 非該当 40 就労定着支援に関する記録 非該当

3 決算報告書 ある 21 金銭残高金種別表 ある

4 決算附属明細書 ある 22 有価証券台帳 ある

5 予算書 ある 23 契約書類(委託・工事・物品購入） ある

会 6 仕訳伝票 ある 24 契約に係る稟議書等 ある

計 7 仕訳日記帳 ある 会計基準就労支援事業関係明細書

経 8 総勘定元帳（勘定票） ある 1 就労支援事業別事業活動明細書 ある

理 9 現金出納帳 ある 2 就労支援事業製造原価明細書 ある

10 小口現金出納帳 ある 3 就労支援事業販管費明細書 ある

11 貸付金台帳 ある 4 就労支援事業明細書 ある

12 未収金台帳 ある

13 未払金台帳 ある

14 固定資産管理台帳 ある

15 備品台帳 ある

16 利用者負担金台帳 ない

17 実費徴収金台帳 ない

18 仮払いに係る請求・精算書綴 有

施設
（事業所）

しごと場大好き 亀田　良一郎

利
用
者
支
援

記入者
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　　 記入者

Ⅱ　運営管理　　　　　　

　１　基本方針

  （１）　人権の擁護、虐待の防止に関する取組状況（有無の設問には「有・無」を記載してください。）

  （２）　苦情解決の体制を記入してください。

有 要綱の有無 有

有

有

  （３）  サービス向上（該当するものを選択又は記入してください。）

○ 第三者サービス評価を受審 未受審

【未受審の理由】

  （４）　秘密保持等

①従業者及び従業者であった者が、業務上知り得た利用者等の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を

　どのように講じていますか。（該当するものに○を記入し、内容を記載してください。）

○ 従業者就業規則に規定 【内容】

○ 非常勤従業者就業規則に規定 【内容】

従業者からの誓約書の提出 【内容】

その他 【内容】

施設（事業所）名 しごと場大好き 亀田　良一郎

取組状況（具体的に記入） 虐待防止法施行に際して、市の担当者を呼んで職員全体に説明をしてもらいました。その他外部研修にも参加しています。また、虐待防止委員会（みんなを守ろう委員会）を作り現場職員で虐待防止対策を協議している。

要綱等の有無 有 要綱等の名称 運営規程第１３条（虐待の防止のための措置）

責任者の設置の有無 無 虐待通報先等の掲示の有無 有
虐待防止研修・チェックリストの

実施の有無
有

人権擁護、虐待防止マニュアルの有無 無 人権擁護、虐待防止委員会等設置の有無 有

第三者委員の有無

苦情解決責任者の有無 利用者等への
周知方法

掲示場所 掲示板

苦情受付担当者の有無

就業規則第１０条（遵守事項）③機密漏洩、提供、持出禁止

運営規定第１４条（その他運営についての重要事項）　従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。

その他の周知方法 重要事項説明での周知・年４回の相談会を実施

【受審年度】 平成３０年度

就業規則第１２条（遵守事項）③機密漏洩、提供、持出禁止
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（５）　就業規則等の制定等

①関連規則等の整備、届出状況等

　　ア．　作成有、作成無、非該当、該当する項目を入力してください。（届出等をしている場合は日付の入力）

作成有・無 項　　　目 労働基準監督署への届出（許可）等 備　考

作成有 従業者就業規則 平成30年11月1日

作成有 平成30年11月1日

作成有 従業者給与規程 平成30年11月1日

作成有 育児休業規則 平成30年11月1日

作成有 介護休業規則 平成30年11月1日

作成有 ３６協定（時間外勤務に関する労使協定） 平成28年10月24日

非該当

作成有 ２４協定（給与控除に関する労使協定）　 令和2年6月1日

非該当 給料等の口座振込依頼書又は同意書（法定控除以外全額現金支給の場合は非該当）

指導内容

検査： 年 月 日 改善状況

　　イ．　規則などの周知方法（該当する項目に○を記入し、内容を記載してください。）

○ 【内容】

○ 【内容】

○ 【内容】

その他

②定年制の「ある、ない」を入力し、ある場合は、年齢を記入してください。

ある 65 歳

非常勤従業者就業規則

宿日直の許可（宿直制の施設のみ）

労働基準監督署の立入検査

規則等を配布 就業開始時に就業規則、運営規定、給与規定、定款など必要書類を配布。

事務室で常時閲覧 事務室内で職員であれば常時閲覧可能

施設内に掲示 運営規定を施設内掲示板に掲示

年齢
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（６）　従業者の勤務実態の把握方法（該当するものに○記入してください。）

タイムカード ○

出勤簿

（７）　従業者雇用時の状況（該当するものを選択又は記入してください。）

従業者

常勤職員 有

非常勤職員 有

常勤職員 有

非常勤職員 有

（８）　常勤従業者の勤務状況

　　前年度育児休業等取得状況（該当するものに○または、「ある、ない」を入力し、人数を記入してください。）

前年度取得者なし

○ 育児休業 1 人 ある

介護休業 人

病気休業 人

○ 出産休業 1 人 ある

雇用通知書

代替従業者の確保

代替従業者の確保

代替従業者の確保

代替従業者の確保

項　目 有・無

労働契約の方法 契約書

労働条件の明示の方法
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（９）　従業者の健康管理等

（１）　前年度の従業者健康診断の実施状況

１回目 ２回目 　１　実施した項目に○を記入してください。

実施年月 2021年3月

検査項目 Ｘ線 ○ 　２　※の項目は、年齢により省略できるが、３５歳

血圧 ○ 　　　及び４０歳以上は必須です。

尿検査 ○

※追加項目 貧　血 ○ 　３　夜勤従業者は、年２回の健康診断が必要です。

肝機能 ○ 　　　実施した場合は第２回目を必ず記入してください。

血中脂質 ○ 　　　また、Ｘ線年１回、及び※の項目は、医師が認め

心電図 ○ 　　　た場合は年１回で可能です。

血  糖 ○

（２）　従業者健康管理状況（該当するものに○を記入し、内容を記載してください。）

採用時健診を実施し、結果を記録・保存している

○ 全従業者が受診できるよう健診日は、複数設定している

設定健診日に受診できない者は、他の医療機関等で受診することができる

○ 非常勤従業者に配慮がある　　　　

（３）　前年度の労働災害状況（該当「ある、ない」を入力し、ある場合は、人数を記載してください。）

ある 人数 1 人

（４）  安全衛生管理体制（配置等しているものに○を記入してください。）

　①　従業者50人以上の施設について 労働基準監督署への届出

衛生管理者 産業医 衛生委員会 （届出日）

　②  従業者10人以上50人未満の施設

○ 衛生推進者

事項

様々な勤務状況がある中で、全員が受診できるように勤務時間内に設定した。
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　　2　耐震化の状況（令和3年4月1日現在）

　　　(ｱ) 利用している建物は、昭和56年5月31日以前に新築されたものですか。どちらかに○をしてください。

① 昭和56年5月31日以前の建築物である。

② 昭和56年6月1日以降の建築物である。

【以下の質問は、(ｱ）で「① 昭和56年5月31日以前の建築物である」に○をした場合にお答えください。】

　　　（ｲ）耐震診断の実施状況について、どちらかに○をしてください。

① 耐震診断は未実施である。

② 耐震診断は実施済みである。 　　→　実施済みの場合はいつ実施しましたか？また、Is(Iw)値について教えてください。

実施時期： 年 月 Is (Iw) 値：

　　　（ｳ）(ｲ）で① 未実施に○をつけた場合、未実施の理由を教えてください。（該当する事項に○をつけてください。）

① 改修中

② 今年度中に耐震改修を終了する予定 終了時期 年 月

③ 今年度中に診断を行う予定 実施時期 年 月

④ 廃止の予定 廃止時期 年 月

⑤ その他　→

　　　（ｴ）(ｲ）で② 実施済みに○をつけた場合、今後の予定を教えてください。（該当する事項に○をつけてください。）

① 診断の結果、耐震化は不要

② 診断の結果、要改修

　　　 →　改修の状況 （①改修済／②改修中／③今後改修予定／④その他を選択してください。）

（注） 全ての階において、木造：Iw値 1.1以上、非木造：Is値 0.7以上の診断結果を得た建築物のみ「耐震化不要」に該当します。

※　(ｱ)から(ｴ）でお聞きした状況が、棟ごとに異なる場合は、その状況を下記に記入してください。

○

→

→

　　　　　　　　　　　　　　 ③改修予定終了時期　または
　　　　　　　　　　　　　　 ④その他の状況を記入してください。　→

→
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　3　災害対策の状況等

　（１）　消防計画等（該当するものに○または該当事項、内容を記載してください。（日にちを記入する欄は西暦で入力すると自動的に和暦で表記されます。）

○ 消防署届出日

○ 防火管理者選任済み

○ 訓練の実施状況（前年度） 2 回実施 実施日

○ 訓練の実施を事前に消防署に通知している

○ 訓練の実施記録等を整備している ○

回実施 内容

○ 1 回／年

○ 月１回 回／年

○ 非常通報装置を設置している ○ 内容

  （２）　災害管理体制等（該当するものに○または該当事項を入力し、内容を記入してください。

○ 避難所等の状況を把握している

○ 非常用の食品を備蓄している 食品名 保管場所

○ カーテン等は防炎加工品である ○ カーテン 絨毯 寝具類 その他

○ 避難者名簿整備済み 記載内容 ○ 入所者氏名 ○ 緊急連絡先 身体状況 その他

○ ○ 保護者会等 口頭通知・文書等の配布 その他

○ 夜間の非常時対応可能である 【内容】

○ 関係機関との連携がある（防火安全対策に関して常時消防機関の指導を受けている等）

防災訓練合同実施、参加等

○ ○ 前年度該当なし

○ ○ 前年度該当なし

消防計画作成済み 直近作成・変更日 平成20年11月18日 平成20年11月18日

直近の届出日 平成21年2月23日 防火管理者　職・氏名 施設長・亀田　良一郎

消防署の立入検査（直近） 検査実施年月日 令和2年7月30日 指導事項の内容
外階段へ出るローカに椅子が置いてある。別の場所へ
移動するように。休憩室のカーテンを防炎化するよう
に。

指導に対する回答年月日 回答の内容

２０２／１１／６　　　２０２１／３／２２

実施記録等に施設長の確認印がある

夜間訓練又は想定訓練を実施している（前年度）

消防用設備の点検等の定期点検を実施している 消防署への報告（消防法17－３－３） 令和2年12月28日

自主点検を実施している

緊急避難応急担架

　１次避難所　　　 調布市立第２小学校 広域避難所 多摩川河川敷第２区

避難器具を設置している

施設近隣に住む職員が多数いる

地域との協力体制がある 防災協定の締結

事故が発生した場合、速やかに関係機関等に連絡している

賠償すべき事故が発生した場合、速やかに賠償している

飲料水・アルファ米・乾パン 調理室保管庫

災害対策を保護者に通知している
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Ⅲ　利用者支援

１  利用申込・契約

　（１）　入所の書類を整備しているか。（該当欄に"○"を記入すること。）

契約書　 ○

重要事項説明書 ○

入所説明パンフレット ○

個人情報提供同意書 ○

その他入所時の配付書類 ○

（その他の内容）

　（２）　本人及び家族に対する説明方法（該当欄に"○"を記入すること。）

訪　問 　

面　接 ○

書類の取り交わし ○

その他　

（契約に当たっての事業者側立会者）

　（３）　受給者証に、事業者が記載すべき受給者証記載事項を記載しているか。（該当欄に"○"を記入すること。）

事業者名・事業所名称 ○

当該サービスの種類 ○

契約支給量 ○

契約日 ○

事業者確認印の押印 ○

施設（事業所）名 しごと場大好き

記入者 亀田　良一郎

運営規定、勤務内容の確認、新メンバーへのお願い、年間予定、給与規定など

施設長（サービス管理責任者）
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２　個別支援計画

 （１）　個別支援計画の作成について

  　ア　アセスメントの方法　

（具体的に）

 　 イ　計画作成のための担当者会議

 　 （ア）担当者会議の開催の有無 有

 　 （イ）担当者会議の参加者（該当欄に"○"を記入すること。）

サービス管理責任者 ○

生活支援員 ○

看護職員

医師（嘱託医含む）

栄養士 ○

職業指導員・作業指導員 ○

施設長（管理者） ○

本人・家族等

その他

　　（ウ）担当者会議の議事録の有無 有

　　ウ　個別支援計画の原案について、利用者（家族等）に対する説明及び文書による同意の有無

有

　  エ　作成した個別支援計画の利用者への交付の有無

有

計画作成担当者が電話、メール、訪問など聞き取り。及び本人、家族とサービス管理責任者が面談の上
記入。また、面談の上でシートに記入してきていただく。
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 （２）　個別支援計画の見直しについて

　　ア　計画の実施状況の把握（モニタリング）

　　（ア）本人等との面接の有無 有

　　（イ）面接の記録の有無 有

　　（ウ）モニタリングの方法

（具体的に）

　　（エ）モニタリングの記録の有無

有

　　イ　見直しの期間（基本的なもの）

　　　①　生活介護、就労継続支援、施設入所支援、障害児入所施設 6 ヶ月ごと

　　　②　自立訓練、就労移行支援、就労定着支援 ヶ月ごと

　　　③　その他（具体的に）

 （３）栄養ケア・マネジメントの実施の有無（施設入所支援、障害児入所施設）

 （４）経口移行計画の作成と実施の有無（施設入所支援）

 （５）経口維持計画の作成と実施の有無（施設入所支援）

 （６）リハビリテーション計画の作成と実施の有無（自立訓練・生活介護）

無

計画作成担当者が個別に相談室や事務室などでの聞き取り、作業中の聞き取り、家族からの聞き取り、日
常業務の中での職員間の伝達、電話、メールなどの聞き取り。
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３　サービスの提供に関する記録の整備状況

　（１）　サービスに係る諸記録の作成状況（該当欄に"○"を記入すること。）

ケース記録 ○

排せつ記録

入浴記録

体位交換記録

食事摂取記録　

水分補給記録　

相談記録 ○

クラブ活動・行事等記録 ○

終結の記録（注） ○

その他 ○

（具体的に） 業務日誌、１日の振り返り、１週間のまとめ

（注）終結の記録＝ここでは、退所時における利用者（家族等）への対応経過、退所者金品等の処理に関する記録のことを指す。

　（２）　サービスの提供の記録に対する利用者等の確認状況

　　　ア　利用者等の確認の有無 有

　　　イ　利用者等の確認方法（確認の時期、確認者、確認していただく帳簿等）

（具体的に）

４　介護給付費等の額の通知

　　代理受領方式により区市町村から介護給付費等の支給を受けた場合の、書面による利用者への受領額通知の有無

有

毎月行われるファミリー（保護者会）の際に、前月の本人分実績記録票を全員に配布し確認印をいただい
ている。日常のサービス内容は日々の連絡帳で相互にやり取り。
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５　利用者負担の状況

　（１）　次に掲げる費用のうち、利用者負担を求めているものに“○”を記入すること。

費目 療養介護 生活介護 短期入所 自立訓練
（生活訓練）

自立訓練
（機能訓練）

就労移行
支援

就労継続
支援Ａ型

就労継続
支援Ｂ型

就労定着
支援

施設入所
支援

児童発達
支援ｾﾝﾀｰ

障害児
入所施設

　食事の提供に要する費用 ○ ○

　創作的活動に係る材料費

　光熱水費

　被服費

　日用品費

　その他の日常生活費

（利用者希望による日用品費用）

（利用者希望による教養娯楽費用） ○ ○

（利用者希望による送迎費用）

　その他の利用者に負担させてい
るもの

○ ○

（金額、徴収時期、徴収理由等を
具体的に記載すること。）

（注）　複数の事業を行っている場合にはそれぞれの事業の欄に記入すること。　

　（２）　上記（１）の利用者負担額に係るサービスの提供に当たっての利用者への内容・費用の説明、同意を得る方法（該当欄に“○”をすること）

　　　　　　　　　　重要事項説明書による ○

　　　　　　　　　　契約書の定めによる

　　　　　　　　　　その他 ○

（具体的に）

　（３）　上記（１）の利用者負担額の支払を受けた場合の領収書交付の有無

有

夏（7月2泊）、冬（2月1泊）の合宿時の宿泊代、食事代、遊戯費、金額は毎年変化するが10000円から25_000円の間。個人にか
かるものと、事業費に適さないもの。２０２０年度は外出がほとんどなく徴収するものはなかった。

毎月のファミリー（保護者会）で説明、了解を得る。関係者へのレジメでの説明。
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６  利用者の状況

（１）　利用者の状況（令和３年４月１日現在）

③　障害支援区分（施設入所支援のみ記入すること） ⑤前年度の平均利用者数

＊種別が複数ある場合はそれぞれ記入してください。

④　障害支援区分（生活介護のみ記入すること）
＊上段はサービス名

注：多機能事業所の場合は、合計人数を記入してください。 注：③と④については、左記②年齢階層別のうち、施設入所支援、生活介護に
　　 該当する利用者について記入してください。

男 女 計

サ
ー
ビ
ス
種
類

①
人

人

就労継続支援Ｂ型
①　障害種別

男 女 計 区分６
人 人

22.4
身体障害 3

人
1

人
4

人
区分５

人 人

知的障害 23
人

18
人

41
人

区分４
人 人 人

②

生活介護

精神障害
人 人 人

区分３
人 人 人 17.7

26
人

19
人

45
人

区分２
人 人 人

③
区分１

人 人 人②　年齢階層別

男 女 計 計
人 人 人

   0～5
　　歳 人 人 人

＊算出に当たっては、小数点以下第２位
を切り上げてください。

   6～11
　　歳 人 人 人

男 女 計
＊下段は人数（前年度の全利用者の延
べ数÷前年度の開所日数） 12～19

　　歳
1

人
2

人
3

人
区分６ 4

人
1

人
5

人

 20～39
　　歳

14
人

13
人

27
人

区分５ 6
人

5
人

11
人

 40～59
　　歳

11
人

4
人

15
人

区分４ 2
人

2
人

4
人

 60～74
　　歳 人 人

0
人

区分３
人 人 人

 75歳
  以上 人 人 人

区分２
人 人 人

計 26
人

19
人

45
人

区分１
人 人 人

平均
年齢

35.07
歳

31.63
歳

33.35
歳 人

計 12
人

8
人

20
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 （２）　令和２年度における新規利用者及び退所者の状況

人 人 人 2 人 人 1 人 人 人 人 人 人 人

（３）　就学と園内教育の状況

　　ア　学齢児の就学状況

計

普通 普通

　　イ　通学における安全対策

新規利用者の利用開始前の状況 退所者の退所後の状況

家庭から
医療機関

から
他の社会福
祉施設から

特別支援
学校から

その他 計
社会

（家庭）
へ復帰

医療機関
へ入院

他の社会福
祉施設へ

死亡 その他 計

0

注:　利用開始前の状況の「家庭」については、一人暮らしも含む。
　　  グループ・ホームは社会福祉施設に計上すること。

在籍人員 未就学児

小学校在籍 中学校在籍 高校等在籍

計 内訳 計 内訳 内訳

特別支
援学級

特別支
援学校

訪問学級
特別支
援学級

特別支
援学校

訪問学級 高校 その他

付添職員 人

要付添児童 人
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７  利用者支援の状況

　（１）　入浴の実施状況　

　　ア　入浴時の健康状態のチェックの有無

　　イ　入浴実施曜日

曜日 曜日 曜日

曜日 曜日 曜日

 （注）曜日が不定の場合は、週当たりの入浴設定回数を「週○回」と記入すること。

　　ウ　入浴介助の状況（人数は概数で可）

回 回 回

人 人 人

分 分 分

人 人 人

その他

 （注）入浴時間には更衣のための時間を含まない、実際の入浴時間を記入すること。

一般浴 介助浴（リフト浴） 機械浴

男性

女性

一般浴 介助浴（リフト浴） 機械浴

１人週あたりの回数

入浴対象者数

１人１回あたりの入浴時間

１人あたりの介助人員

入浴できない者への対応
（該当欄に“○”をすること）

当日に清拭を行っている。

代替日を設定し、入浴を行っている。

次回の入浴日まで入浴等は行わない。
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　（２）　排せつ介助の状況（人数は概数で可）

4 人 人

回

人

回

人

　（３）　理美容の機会の有無 非該当

　（４）　リネン等の交換（令和２年度実績）

交換状況

週 回

年 回

年 回

常　時 夜間のみ

おむつ使用者数

１人１日あたりの定時交換回数 0

トイレ誘導者数 7

１人１日あたりの誘導回数 3

自　立　者　数 38

布　団

カーテン

排せつの自立に関する施設としての取り組み
（自然排泄への取り組み、自立への援助等）

定時の声掛け、都度の使用方法伝達

リースの有無

シーツ
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  （５）日常生活に対する介助等の状況
令和３年４月１日　現在

動作
の種類

40 人

3 人

3 人

1 人

30 人

6 人

5 人

3 人

10 人

3 人

19 人

12 人

29 人

5 人

8 人

2 人

  （６）車いす使用者数 4 人 （令和３年４月１日現在）

  （７）褥瘡を有する利用者数 0 人 （令和３年４月１日現在）

介助の種類 人数 備　　　　　　考

自立

食　事
見守り

一部介助 一部：スプーン等を使用し、一部介助すれば食事ができる。

全部介助 全部：全て介助を要する。

自立

着替え
見守り

一部介助 一部：手を貸せば着替えができる。

全部介助 全部：自分でできないので全て介助を要する。

自立

整　容
見守り

一部介助 一部：つめ切り、耳掃除、歯磨き、ひげ剃り等について、一部介助すれば行うことができる。

全部介助 全部：全て介助を要する。　　　

全部介助 全部：つめ切り、耳掃除、歯磨き、ひげ剃り等について、全て介助を要する。

自立

移　動
見守り

一部介助 一部：付添が手や肩を貸せば歩ける。または、車いす等に介助して乗せた後、自力で施設内を移動できる。
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８　訓練

　（１）身体機能の維持のための訓練

　（２）日常生活・社会生活の自立に向けて、生活全般にわたる諸課題を解決するための訓練

９　プライバシーへの配慮・人格の尊重

　（１）利用者等の個人情報を他の事業者その他第三者に対し提供する場合の、事前の書面による利用者等の同意の有無

有

　（２）介護等サービスの現場における、利用者のプライバシーへの配慮

具体的な取組内容

　（３）介護等サービスの現場における、利用者の意思及び人格の尊重

具体的な取組内容

訓練の実施内容
（訓練項目、担当者
等を、具体的に記入
すること。）

毎朝の体操。看護師や機能訓練指導員の指導のもと毎週火曜リハビリを実施している。（体操、ストレッチ、歩行訓練など）。午
後作業開始前に全体で体操を実施している。毎昼食後に生活支援員と共にスクワットをしているメンバーもいる。月に１回程度理
学療法士を招いて日頃リハビリへの指導、助言を頂いている。

訓練の実施内容
（訓練項目、担当者
等を、具体的に記入
すること。）

社会体験活動の中で、生活支援員が付いて、お金についての訓練、買い物の訓練、公共交通機関や公共施設利用の利用訓
練、整容やマナー、コミュニケーションを学ぶ訓練等を実践している。毎月、銀行入金の日を定めて、希望者については、銀行へ
の貯金に付き添っている。月に１回程度言語聴覚士を招いてコミュニケーションの訓練を実施している。

他者が居る所でプライバシーに関する話を控える。日々の振り返りの時間、毎週のケース会議で意見交換する。プライバシーに
関する書類は不要なものはシュレッダーにかける。ケース記録や日誌、ホワイトボードでの送迎の確認等では個人名をイニシャ
ルで記載している。

本人の希望を優先して日々の活動を行っている。作業内容についても、希望を受けてプログラムの変更を行っている。意思伝達
の難しいケースは、筆談や絵や写真などでの選択を行っている。

P18



１０　社会生活上の便宜の供与等

  （１）クラブ活動、旅行等レクリエーション行事の実施状況

（具体的に）

  （２）行政手続きの援助（例：年金、住民票、課税証明等）

（具体的に）

　（３）利用者の家族との連携、利用者とその家族との交流等の機会の確保（例：施設の会報の送付、施設行事への招待）

（具体的に）

毎年、夏（2泊）、冬（1泊）に宿泊合宿を実施。四季を感じられる催しを意識して、月1回程度イベント実施。（花見、遠足、
カラオケ、七夕、ボーリング、プール、お月見、バーベキュー、紅葉会、クリスマス会、節分、生け花など）*コロナ禍で昨
年来これらの行事は全面的に中止を余儀なくされている。

基本的には本人、家族が行うが、家庭の事情などによっては、要望に応じて行っている。（年金申請、生保届出、障害福
祉課への申請など）

毎月１回ファミリーという名称で全家族対象の保護者会を開催し資料を配布し情報交換している。大好き市、餅つき、暑
気払い、忘年会、バザー、コンサート等は職員、利用者、家族一緒に作り上げ、いくつかの行事は地域の方を招いたりし
ている。また、年１回将来構想拡大プロジェクトを法人として開催し、共通課題について将来展望を話し合っている。
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１１　事故発生時の対応

　（１）令和２年度における事故発生件数と対応状況

　　　ア　事故報告書を作成した件数 15 件

（上記アのうち） 死亡事故 件

重症事故（転倒・骨折事故等） 件

無断外出（警察等関与、数日間に渡るもの等） 件

感染症の発生 件

事件性があるもの（職員による暴力事件等） 件

施設運営上の事故の発生（虐待、不正会計処理、送迎中の交通事故等）

件

　　　イ　上記アのうち、東京都又は区市町村に報告した件数 0 件

　　　ウ　事故の原因解明、再発防止策検討のための従業者会議の開催数

11 回

　（２）事故防止・対応策の実施状況

　　　ア　事故対応（事故防止）マニュアル等の作成の有無 有

　　　イ　損害賠償保険への加入の有無 有

　　　ウ　ヒヤリ・ハット（インシデント）報告制度の有無 有
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１２　身体的拘束等廃止への取り組み

　（１）　緊急やむを得ず身体的拘束等を行う際の手続について定めた規程等の有無

無

  （２）　身体的拘束等の実施・廃止を検討するための委員会等の設置の有無 無

委員会等の開催回数（令和２年度実績） 回

　（３）　身体拘束等を実施した利用者数

　　　  　ア　令和２年度実績 0 人

　　　イ　身体的拘束等の実施内容（令和３年４月１日現在）

入所（居）年月日 拘束解除の

拘束開始年月日 予定年月日

（注）１　番号により、該当者が判別できるように記入すること。
　　　２　記入欄が不足する場合は、拘束開始年月日の直近順に6名分記入すること。

番号 年　齢
拘束解除の
時間帯の

有無

拘束の形態 家族等への
説明・確認の

有無

経過観察等
の記録の

有無

個別支援
計画への

有無（具体的に記入すること。）

1

2

3

4

5

6
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１３　退所者の状況（令和２年度）

（１）　令和２年度中の死亡を理由とする退所者の状況について

引渡し年月日
受領者
の続柄

1

2

3

4

5

6

7

8

9

　（注）１　遺言状が有る場合は、”○”を記入すること。

　　　　２　名前の記入は不要だが、該当者を整理番号等で把握しておくこと。

　　　　３　パソコン入力で記入欄が不足する場合は、死亡年月日の直近順に9名分記入すること。

遺留金品の処理状況
遺言状の
有無

番
号

死亡時
の
年齢

死亡年月日 死亡理由  死亡場所
福祉事務所

（該当する場合）
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（２）　令和２年度中の死亡以外の理由による退所者の状況

番号
退所時
の年齢

退所年月日 退所理由
預り金等の
返還年月日

受領者の続柄

1 19 令和2年3月31日 一般就労を目指すために就労移行支援事業所へ移動した。 令和2年8月3日 本人

2

3

4

5

6

7

8

9

（注）　１　名前の記入は不要だが、該当者を整理番号等で把握しておくこと。
　　　　２　パソコン入力で記入欄が不足する場合は、退所年月日の直近順に9名分記入すること。
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１４　利用者預り金等の管理状況

  （１）預り金等管理の依頼者数（令和３年３月３１日現在）

    　ア　預り金の契約者数

預貯金 3 人

現金 1 人

  （２）預り金等管理規程の整備の有無

無

  （３）預り金等管理を行うにあたっての、本人及び家族への説明と書面による同意の有無

無

　（４）預り金等の管理者（該当欄に"○"を記入すること。）

　   ア　預貯金通帳

施設長（管理者） ○

事務長・事務員 ○

サービス管理責任者

その他

　   イ　印鑑

施設長（管理者）

事務長・事務員

サービス管理責任者

その他

　   ウ　現金

施設長（管理者） ○

事務長・事務員 ○

サービス管理責任者

その他

本人
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  （５）　預り金の収支状況の報告（令和２年度実績）

　 　ア   報告の際の施設長（管理者）の決裁の有無

年 回

　 　イ　入所（居）者への報告の有無

　　　（ア）　本人への報告の有無

年 回

　　　（イ）　家族等への報告の有無

年 12 回

　（６）　預り金の出納管理に係る費用の徴収

　 　ア   預り金管理料の徴収の有無 無

　 　イ   預り金管理料の額 月額 0 円

　（７）　施設で保管している遺言状の件数

0 件

　（８）　預り金・遺留金等から寄附があった場合の件数（令和元年、令和２年度実績）

0 件
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１５　食事の状況（食事提供施設のみ記入）

 （１）　食事時間（令和３年４月１日現在）

区　　　分 朝　　　食 昼　　　食 夕　　　食

食　事　時　間 時 分 ～ 時 分 時 分 ～ 時 分 時 分 ～ 時 分

検　食　時　間 時 分 ～ 時 分 時 分 ～ 時 分 時 分 ～ 時 分

検食者（職種）

　（２）　利用者の状況にあった適切な食事の提供

　　　ア　個人毎の食事状況（食形態、禁食、嗜好等）の把握の有無

　　　イ　嗜好調査の実施の有無

実施方法（方法、回数等を具体的に記載すること。）

　　　ウ　個人毎の喫食量の把握の有無

把握方法（頻度、内容等を具体的に記載すること。）

 　（３）　食事会議（給食会議）等の実施状況（令和２年度実績）

　　　　　食事会議等の開催回数 回

 　（４）　行事食等の実施状況（令和２年度実績）

実施回数 回

（具体的に）
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　（５）　調理業務の状況　（該当欄に"○"を記入すること。）

直営 　　委託　

単独 　　他施設と合同

  （６）　食品衛生管理

　　　ア　検査用保存食

　　　　（ア）　保存期間 日間 　　　（ウ）　保存温度 度

　　　　（イ）　保存状況 （品目ごとの分別保存の有無） 　　　（エ）　１検体あたりの保存量

　　　　　　　　 原材料 ｇ

調理済

おやつ等

　　　イ　調理従事者等の衛生管理

　　　　（ア）　検便の実施（令和２年度実績） 　　　（イ）　衛生管理の自主点検表の有無

年 回

　　　ウ　食器・食材の衛生管理

　　　　（ア）　食器消毒の方法

（具体的に）

　　　　（イ）　食材の検品の方法

（具体的に）
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１６　健康管理の状況

 　（１）　利用者の健康診断の実施状況（令和２年度）

　 　ア　実施回数　 1 回

　 　イ　実施時期　 ４～６ 月頃に実施

その他（「例：利用者の
誕生月に実施」のよう
に具体的に記入するこ
と。）

　　 ウ　検査項目（該当欄に"○"を記入すること。）

胸部レントゲン ○ 体温 ○ 脈拍 ○

体重 ○ 検尿 ○ 心電図 ○

血圧 ○ 血液（貧血、血糖） ○

その他

（具体的項目）

  （２）　利用者の健康保持のために、日常講じている措置

（具体的に）

＊例年管轄保健所で実施していたが、2021年度からは保健所での対応は出来ないと断られ実施が遅れい
ている。

(　肝機能、白血球、身長、視力、聴力　　　　　　　　　　　　）

毎朝の合唱、体操、週1回のリハビリ、（特定利用者）毎昼食後のスクワット、作業開始前の体操。＊コロナ禍
で2020年度は朝の歌は取りやめている。
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 　（３）　利用者の診療状況（施設入所支援及び障害児入所施設のみ、令和３年４月１日から３０日までの実績）

診療実績計

（うち歯科）

　（４）　利用者の入退院の状況（施設入所支援及び障害児入所施設のみ、令和２年度実績）

入院期間

入院者実数 人 人 人 人 人

（　）内は3月31日現在
入院中の者の再掲

（ ）人 （ ）人 （ ）人 （ ）人 （ ）人

　（５）　感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策

　 　ア　感染対策マニュアル等の有無

　　 イ　感染症の状況（入院している者についても計上すること。）（令和２年度実績）

感染症名

インフルエンザ

ノロウイルス等感染性胃腸炎

疥癬

結核

ＭＲＳＡ

肝炎

その他

　　　ウ 新型コロナウイルス感染症における対応　　 ＊具体的な対策や感染状況(人数や発生場所)をご記入ください。

感染なし。玄関での検温、アルコール消毒、サーキュレーター、空気清浄機、ロスナイ等の使用による換気の徹
底。使用後の車内、館内、トイレの消毒。ミーティング時の机廃止。手洗いの徹底（手洗いの歌で練習）。個別空
間での昼食（仕切り板で個に区切っての食事）。一斉昼食の中止（一方通行にして席があくまで待機）。距離を
とって並ぶための足型表示。

嘱託医による
診療実績

医療機関での診療実績
(協力医療機関及び協力医療機関以外の双方）

通院実数
施設入所

支援
入院実数

延人数 実人数 延人数 実人数 延人数 実人数 延人数 実人数

　１～30日 　3１～60日 　6１～90日 　91日以上 計

有

人数 発症場所、まん延状況（期間・経過）等

0

0

0

0

0

0

0
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１７　就労支援・生産活動の状況　（生活介護、就労移行支援、就労継続支援）

　（１）　工賃（賃金）の配分基準（規程等）の有無 有

　（２）　工賃支払実績（令和２年度）（収入に対する工賃（賃金）の割合（前年度実績）と平均工賃（賃金）を記入してください。

就労移行支援
就労継続支援Ａ型

(雇用有）
就労継続支援Ａ型

(雇用無）
就労継続支援Ｂ型 生活介護

（Ａ）収入 （円） 9,495,660 5,429,494

（Ｂ）工賃（賃金）支払総額 （円） 6,366,663 4,874,264

（Ｃ）割合（Ｂ）／（Ａ）×100 （％） 67% 90%

（Ｄ）平均工賃（賃金） （円） 22,106 21,378

　（注）１　複数の事業を行っている場合にはそれぞれの事業の欄に記入すること。　
　　　　２　（Ｃ）割合の欄は、小数点以下四捨五入で記入すること。
　　　　３　（Ｄ）平均工賃（賃金）額は、「（Ｂ）工賃支払総額」を当該年度の各月に工賃（賃金）を支払った対象者の合計人数で
　　　　　　割り返した数値（円未満四捨五入）を記入すること。

　（３）　通勤のための訓練の実施状況　（就労移行支援のみ）

（具体的に）

　（４）　実習の受入先の確保の状況　（就労移行支援、就労継続支援）

（具体的に）

　（５）　求職活動の支援等の実施状況　（就労移行支援、就労継続支援）

（具体的に）

　（６）　利用者の就職後の職場への定着のための支援等の実施状況

（具体的に）

就労支援事業所（ちょうふだぞう）との連携、三鷹の相談支援事業所と連携。

現状では希望が無く特に行っていない

希望者は合宿や行事などへ参加をしている。その他は就労支援事業所（ちょうふだぞう）にお願いしている。
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１８　就労定着支援の状況

　（１）　利用者を雇用する事業主や利用者に関わる他の支援機関との連絡調整及び連携の状況

（具体的に）

　（２）　利用者やその家族等に対する支援の状況

（具体的に）

　（３）　利用者の職場での状況の把握

　　　　ア 利用者との対面による支援の状況 0 回／月

　　　　イ 雇用した事業主への訪問の状況 0 回／月

　（４）　離職者に対する支援の実施状況

（具体的に）

就労支援事業所（ちょうふだぞう）とは、市内作業所連絡会や自立支援協議会等の会議や自主製品の販売等で日常的に連携している。

利用者からの希望があれば各種行事などへの参加、相談を受け付けている。

なし
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　   　　　施設（事業所）名

　　　作成者の氏名

　　　経理事務担当歴 28 年

　 　

　　　　　　　　　

　

しごと場大好き

亀田　良一郎

Ⅳ　会計経理

  １　会計管理

　（１）　経理規程を策定していますか。「いる、いない」を記入してください。

いる

 　(３)　 経理公開について

　　　公開時期、決算書類等の公開方法、未公開の場合はその理由

決算評議員会終了後、HP

 　(２)　 日常の会計処理について記入してください。

  　　　　・会計事務所との契約の有無 有

　  　　　・「有」の場合、契約の内容 毎月の会計監査、消費税の計算、決算処理、指導検査立会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　  　　　・経理ソフトの有無 有
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３　収入

 （１） 利用者負担額

　　　　　　　　　 　　　　　　 負担金の内容 　　　　　　書面による説明の有無 領収書交付の有無

　

　

　 金額 繰入理由

　（３）　雑収入

　　　 　 ・職員等給食費を徴収している場合、その徴収単価について記入してください。

　 　 円 　（昼食）

２　予算（社会福祉法人のみ記入）

　（１）　今年度の当初予算の理事会等の審議・承認はいつですか。

令和3年3月13日

　（２）　前年度の補正予算の理事会等の審議・承認はいつですか。

令和3年3月13日

　（３）　前年度に積立金及び借入金等を行っている場合の理事会等の審議・承認はいつですか。

令和2年6月6日

　（４）　予算書に積算内訳の記載又は添付がされていますか。

積算内訳を作成する上で留意している点、作成していない場合はその理由
特別に内訳書を必要とする項目は無いので、資金収支、事業活動収支の内訳書を資料添付と
している。

　（５）　事業計画と予算を連動させていますか。

事業計画と連動させる上で留意している点、連動していない場合はその理由

年度総括と中長期計画との整合性

　（６）　予算執行管理はどのように行っていますか。

毎月の会計事務所による監査、法人事務局

　　　 　 ・利用者負担額について、記入してください。

金額(単価）

今年度はコロナ禍の影響で旅行もなく利用者負担は発生していない。

　（２）　繰入金（社会福祉法人のみ記入）

　　　 　 ・他の拠点区分からの繰入金収入がある場合は、記入してください。
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４　債権債務の状況
（１）　施設整備等借入金（社会福祉法人のみ記入）

　前年度決算における施設整備等の状況及び借入金・償還財源について記入してください。(単位 千円（千円未満切り捨て） ）

元金 利息 合計
自立支援
給付費

運営費
拠点区分
間繰入

補助金 寄付金 その他

福祉医療機構 29300000 H19.12.25 20年 1.70 9240000 1540000 209440 1749440 1540000 209440

- 29,300,000 － － － 9,240,000 1,540,000 209,440 1,749,440 0 1,540,000 0 209,440 0 0 －

（２）　経常経費借入金（運営資金の借り入れ）

　　前年度決算における経常資金借入金について記入してください。(単位 千円（千円未満切り捨て） ）
　　期中借入れ・期中償還の短期的な借入れ、金融機関以外の法人・個人からの借入金も含む。

元金 利息 合計

- 0 － － － 0 0 0 0

（３）　預り金　（負債に計上される各種の一時的な預かり金額で、源泉所得税や社会保険料の従業員負担分）

源泉所得税の納付が期限内に行われなかったことがありますか。

　ある・なしを記入してください。

社会保険料の納付が期限内に行われなかったことがありますか。

　ある・なしを記入してください。

（４）　未払金

給食費、建物維持管理費、清掃費等の未払金が３ヶ月以上継続しているものがある場合は下記の項目に記入してください。

借入
期間

年利
（％）

期末残
高

前年度償還額 償還財源の内訳 借入金
の担保
の内容

しごと場大好き設置・設備資金

借入目的 借入先 借入金額 借入契約
年月日

合計

借入目的 借入先 借入金額 借入契約
年月日

借入
期間

年利
（％）

期末残
高

前年度償還額
借入金の担保の内容 借入れ契約の方法

合計

なし

なし

未払金の内容(金額を含む）

支払が遅れている理由
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　（１）　月次報告書等の予算執行管理について記入してください。

　　　 　 ・報告先職名

　（２）　仕訳伝票の、必要事項について有無を記入してください。

仕訳伝票作成の有無 有 会計責任者の承認印 有

　 日　　付 有 出納職員印 有

　 伝票番号 有 証ひょう類との照合 有

　

６　契約事務

　（１）　前年度締結した契約で、高額なものから上位3契約について記入してください。

契約内容 　　　契約金額 締結日  稟議書 見積数 期間 　　　　当初予算

令和2年11月13日 有 2件入札 2カ月

令和2年11月26日 無 2

令和2年6月3日 無 1 ２カ月

　

 （２）　外部業務委託
　　　　　　該当するものすべてについて、委託先会社名を具体的に記載してください。（上記６（１）と重複するものについても記入）

委託業務内容 　　委託先名称等           契約金額          契約方法

調理業務 円 入札 随意契約 見積数

清掃業務 81,812 円 入札 ○ 随意契約 見積数

会計経理業務 1,115,400 円 入札 ○ 随意契約 見積数

社会保険業務 462,000 円 入札 ○ 随意契約 見積数

洗濯業務 円 入札 随意契約 見積数

　（３）　100万円以上の高額な取引について契約書を作成していますか。

　　　　　「いる、いない」を記入してください。いない場合は、理由を記入してください。

　 いる

　

５　経理事務（社会福祉法人のみ記入）

理事長

外壁改修工事 4,647,500 4,928,000

テレワーク整備事業 2,097,920 2,402,000

黒田社会保険労務士事務所

屋上アルミ手摺修繕工事 1,870,000 2,000,000

永川商事

橋詰会計事務所
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７　当期末支払資金残高（社会福祉法人のみ記入）

　当期末支払資金残高の状況について記入してください。

　なお、多機能型事業所については、各事業の合計を記入してください。

　 　

令和元年度 円 ① 円 ② 円 ①＋②

令和２年度 円 ③ 円 ④ 円 ③＋④

　

　移行時特別積立金は、理事会の議決に基づき、同額の現預金を移行時特別積立資産として計上していますか。

　 「いる、いない」を記入してください。いない場合は、理由を記入してください。

非該当

　

　  

９　就労支援事業

　（１）　原則発生しないとされる就労支援事業活動収支差額が発生している場合は、その理由を記入してください。

　（２）　就労支援事業活動収支差額の前年度末時点での累積額を記入してください。

　 　 　 　 　 　

    前期末支払資金残高        当期資金収支差額       当期末支払資金残高

81,314,554 2,248,952 83,563,506

5,894,224

83,563,506 2,178,182 85,741,688

８　移行時特別積立金（社会福祉法人のみ記入）
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１０から１２については措置費等支弁対象施設に該当する社会福祉法人のみ記入してください。

　金　額（決算計上額）

令和元年度当期末支払資金残高 Ａ ※注１　当期末支払資金残高を当該年度（令和２年度）運営費

うち障害児施設措置費相当額 Ａ１ 　　 　（措置費及び都のサービス推進費等補助金を含みます。

うち障害児施設給付費相当額 Ａ２ 　　 　ただし、雑収入､寄附金収入、受取利息配当金収入等は除く。）

支 令和２年度当期資金収支差額 Ｂ 　　 　で除して得た率を記入する。

払 令和２年度当期末支払資金残高　（Ａ＋Ｂ） Ｃ 　　　（局長通知第0312001号通知により、当期末支払資金残高の保有額は

資 うち障害児施設措置費相当額 Ｃ１ 　　 当該年度の運営費（措置費）収入の３０％以下とされている）

金 うち障害児施設給付費相当額 Ｃ２

残 令和２年度決算運営費（措置費）収入 Ｄ

高 令和２年度決算障害児施設給付費収入 Ｅ

当期末支払残高保有率　 （Ｃ１÷Ｄ） Ｆ ※注１ ※注２   局長通知第0312001号通知の１(４)の用件を満たしていない法人

Ｇ         のみ記入する。

Ｈ 　   　（前期末支払残高の取崩額が、施設経理区分の予算収入の３％を

Ⅰ ※注２       超えた場合は都へ事前協議が必要）

当期積立額 Ｊ

当期取崩額 Ｋ ※ 注３

累計額 Ｌ            局長通知第0312001号通知の１(４)の用件を満たしている法人の

積 施設整備等積立金 当期積立額 Ｍ ※注３         み記入する。

当期取崩額 Ｎ ※ 注４　　

立 累計額 Ｏ            局長通知第0312001号通知の１(４)の用件を満たしていない法人の

修繕積立金 当期積立額 Ｐ ※注４         み記入する。

金 当期取崩額 Ｑ

累計額 Ｒ

備品等購入積立金 当期積立額 Ｓ ※注４

当期取崩額 Ｔ

累計額 Ｕ

都施設整備費積立金 当期積立金 Ｖ

都サービス 累計額 Ｗ

推進費 施設運営費積立金 当期積立金 Ｘ

当期取崩額 Ｙ

累計額 Ｚ

１０　積立金、支払資金残高の状況（決算年度総括表）

項　　　　　目

令和２年度にＡを取崩した場合は、その取崩額

令和２年度のサービス区分の収入予算額

予算額との比率 （Ｇ÷Ｈ）

人件費積立金
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１１　運営費の使途範囲及び本部会計繰入金（運用収入）の限度額の計算（令和２年度）

　１　民改費の使途範囲

種　　　類 　　　　　　　　　　　　　　単　　　　　価    　　　　　　A 延 人 数 金額　Ａ×Ｂ

（経常事務費単価×民改率（当該年度の民改費加算相当の範囲）） Ｂ

措　置　費 円　　×　　民改率 ％

（経常事務費単価×民改率（民改費管理費加算相当の範囲)）

円　　×　　民改率 2 ％

（事務費の2%の範囲)）

都サービス推進費 円　　×　　民改率 2 ％

　　　　　　　　　　　　合　　計

　※　使途：同一法人が運営する社会福祉施設等の整備等に係る経費として借り入れた独立行政法人福祉医療機構等

　　　からの借入金の償還金及びその利息に充当することができる。

　２  運用収入

　　　　　　　　　　　運   　用　   限  　 度 　　　　　　　　　運　　　用　　　額

サービス区分において発生した預貯金の利息等の収入 　　　　円

局長通知（0312001号通知）の１(4)の要件を満たしていない法人は、下記により算出。

当該年度のサービス区分の収入決算額の事務費相当額を 　　　　円
年間を通じて預け入れた場合に生じるであろう運用収入

運    用    使    途
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１２ 当該施設に関する資金移動及び使途（令和２年度）

（単位：円）

種　　　　類
　　　　当該施設のために繰入収入した額 　　　　当該施設のために繰入支出した額

施設整備等経費 　人　件　費 施設運営経費
前期末支払資金
残高

　運用収入分 　民　改　費

当該施設整備の元利償
還金に充てた額

当該施設の施設整備等
の経費に充てた額

当該施設の運営経費に
充てた額

使
他施設等の元利償還金
に充てた額

他施設等の施設整備等
の経費に充てた額

他施設等の運営経費に
充てた額

途
法人本部運営費に充て
た額

未使用額

計
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